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Ⅰ 出生率を高めるための施策 － 結 婚 － 1 総合的な結婚支援策の強化
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③仕事に打ち込みたい



Ⅰ 出生率を高めるための施策 － 妊娠・出産 －

○分娩取扱医師数の動向（2012年と2006年との比較） ○特定不妊治療の助成件数は年々増加
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９年間で
７倍以上に
増加！

2 妊娠・出産のための環境整備

○ 助成対象者の年齢層の９割が
30 44歳

医師の増減の
地域偏在が顕著！

（日本産婦人科医会：25年5月記者懇談会資料）
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Ⅰ 出生率を高めるための施策 子育て －
○未就学児を育児する女性（25 44歳）の有業率
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平成25年10月1日現在 44,118人 （厚生労働省公表）

（総務省：H24就業構造基本調査）

3 子育て支援策の充実

都市部は雇用の場が多いものの、
子育て中の女性の就業率が平均より低い！

待機児童の数が多い地域と
女性の就業率が低い地域に強い相関！

有業率が平均以下で、
待機児童が1千人以上
の都道府県

(％)

(人)

○保育所入所待機児童数 （25年１０月１日：政令市・中核市含む）
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Ⅰ 出生率を高めるための施策 子育て ー

○理想の子どもの数と予定する子どもの数 （H22：既婚者）

◇理想の子どもの数 2.42人
◇予定する子どもの数 2.07人 （▲0.35人）

教育費 公立 私立

幼稚園 66 146

小学校 183 854

中学校 135 389

高等学校 116 289

大学 （学費等） 269 528

〃 （住居・食費等） 217 125

〃 （その他生活費） 139 138

計 1 ,125 2,469

○とりわけ負担の大きい子どもの教育費用（H24：万円）

「理想」と「予定」に乖離がある理由 理想２人
予定1人

理想３人
予定２人

子育て・教育にお金がかかりすぎる 44.0% 71.1%

高年齢で生むのは嫌だから 36.7% 34.0%

欲しいけれどできないから 33.3% 9.8%

これ以上の育児負担に耐えられない 13.9% 20.2%

仕事に差し支える 14.1% 18.7%

4 子育てに伴う経済的負担の軽減

○就学前は「保育所」の場合
市町村別・所得階級別等で異なるが、３年間
の幼稚園に比べ、０歳から６年保育の場合、
※子どもが1人の世帯の平均額×６年で１８４万
円程度と、公立幼稚園の２倍以上の負担!
（※厚生労働省：H21地域児童福祉事業等調査）

○幼稚園～高等学校までの費用
学用品、給食費等のほか、塾や習い事の

費用も含む

○大学 （４年間、公立は「国立」の額）

地方から都市部の大学へ進学の場合、学費
に加え住居費や生活費の仕送りも大きな負担

全て公立でも１千万超！

第1位は経済的な理由！

計 1 ,125 2,469仕事に差し支える 14.1% 18.7%
（国立社会保障・人口問題研究所：H22出生動向基本調査） （幼稚園～高等学校：文部科学省「H24子どもの学習費調査」 ／ 大学 ：日本学生支援機構「H24学生生活調査」

に加え住居費や生活費の仕送りも大きな負担



Ⅰ 出生率を高めるための施策 仕事と育児の両立－
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○ 生涯未婚率の推移○ 1985年を起点とした25 34歳の
男女の非正規雇用比率の増減
（総務省：H24労働力調査から算出）

5 子育てを阻んでいる雇用環境の改善

○子育て世代である30 40代男性の労働時間は
５人に1人が週60時間と、他の年代に比べ高い水準

‘95年以降の男性の
非正規雇用比率の
増加と、生涯未婚率
は連動して上昇！

（総務省：H22国勢調査）

年齢別・就業時間が週60時間以上の男性雇用者の割合
（内閣府：H25少子化社会対策白書）
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Ⅰ 出生率を高めるための施策 仕事と育児の両立－ 6 仕事と子育ての両立が可能となる職場環境の整備
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○ 夫の休日の家事･育児時間別にみた第2子以降の出生割合

ゼロと２～４時間
を比較しただけでも、
次の子どもの出生には
約５倍の差！

（厚生労働省：H22第9回21世紀成年者調査）

○末子を妊娠した時の女性社員の退職理由

（厚生労働省：H23育児休業制度等に関する実態把握のための調査）

正社員

非正社員

正社員でも多く
の方が、妊娠を
契機に退職を
せざるを得ない！



Ⅱ 地方で家庭を築く
若者を増加させる施策



Ⅱ 地方で家庭を築く若者を増加させる施策

○都道府県別の合計特殊出生率（H25）○ 三大都市圏と地方圏との人口移動（転入超過数の推移） （厚生労働省：H25人口動態月報年計（概数））

7 若者が地方にとどまり働ける雇用の場の創出

（日本創成会議：ストップ少子化・地方元気戦略（要約版）資料）



Ⅲ 世代間の支え合いの仕組みⅢ 世代間の支え合いの仕組み



Ⅲ 世代間の支え合いの仕組み

公的部門の取り組み
◆結婚から子育てまでのライフステージを通じ、
地域の実情に合った切れ目のない少子化対策を推進
・地方の実情に応じた取組を推進するための「地域少子化
対策強化交付金」の恒久化と対象範囲の拡充

◆地方に若者がとどまり、安定した家庭を築くため
の雇用の場の確保
・国と地方が一体となって成長戦略を強力に推進

◆政策目標の設定

民間部門の取り組み
◆元気な高齢者による支援
・子どもの一時預かりなどを担う子育て支援
・地域の子どもを見守り交流する場づくり

◆企業による結婚や子育て応援
・出会いの機会づくりの取組
・従業員への積極的な子育て応援
・ライフプランや子育て講座等を組み入れた企業内研修

双方の協働により、
理想的な子育て
社会が実現

世代間協力と官民協働

◆政策目標の設定
・国民･企業の意識啓発や国と地方の一体的な施策の展開、
政策効果の検証などに資する具体的な目標設定

◆地域やＮＰＯ、民間団体による支援
・多様な出会いの機会づくり
・子育てサークル間の連携・交流の促進
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◆子育てを未来への投資と捉えた新たな税財政制度の創設

高齢者から子・孫の世代への所有資産の移転と再配分が促進される税財政制度の創設 【次頁】

◆社会保障制度の給付・負担の世代間での平準化を図る税財政制度の再構築



２０、３０歳代の家計資産は非常に少ないが、６０歳以上の高齢者は不動産資産を中心に多額の家計資産を保有。

高齢者から子・孫の世代への所有資産の移転と再配分が促進される税財政制度の創設



提案① 「結婚・子育て支え合い非課税制度（仮称）」の創設

○贈与税について、現行制度の要件を緩和し、「結婚・子育て支え合い非課税制度（仮称）」を創設（恒久制度）。
○相続税について、課税ベースの拡大（基礎控除の引き下げ）により、その一部の少子化対策目的税化を検討。

【現 行】 教育資金等の一括贈与に係る贈与税の非課税制度

子
第１子
（出生済）

学齢期を過ぎている 出生前

第２子
（未出生）配偶者

・・・贈与資金の対象

祖父母 父母

学齢期の子・孫等 ＜現行制度の課題＞

①出生した学齢期の子・孫等に対する贈与のみが対象
結婚、出産していない若年世代の将来の経済不安の
軽減につながらない

②金融機関に領収書等を提出した後、支出した資金を払い出し
手続きが極めて煩雑

③対象資金は教育資金に限定
子育て世代の幅広い資金ニーズに応えられていない

【新制度】 「結婚・子育て支え合い非課税制度（仮称）」（イメージ）

第２子
（未出生）

第３子
（未出生）将来の

配偶者

第１子
（未出生）

※ 各種調査結果を基に試算すると、結婚し、大学卒業（全て
国公立）まで３人を子育てする場合の費用は約9,100万円。

祖父母 父母 子

20歳以上の子・孫等（結婚・出産前でも可）

教育資金

結婚・子育て全般のための資金要件を大幅に
緩和！

④時限的な制度（Ｈ25.4.1からＨ27.12.31までの贈与に限る）
将来の子育て世代が利用できない

＜新制度の改正ポイント＞

①対象要件の緩和

○20歳以上の子・孫等であれば結婚、出産前の贈与も対象

②手続きの簡素化

○結婚、出産の事実があれば、金融機関から一定額を払い出し
③対象資金の拡充

○対象資金を結婚・子育て全般のための資金にまで拡充
○上限額（現行1,500万円）の引き上げを検討（※）

※各種調査結果を基に試算すると、結婚し、３人の子どもを大学卒業
（すべて国公立）まで育てる場合の費用は約9,100万円

④制度の恒久化
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○子・孫世代への資産移転促進のためには、高齢者の不動産資産の現金化を容易にするリバースモーゲージのさら
なる普及が必要。
○そのためには、普及の課題となっているリスク補償のための公的保険制度の整備が必要。

提案② 公的保険の補償による新たなリバースモーゲージ制度の創設

高齢者（契約者）

【リバースモーゲージの仕組み】

金融機関
居住不動産を担保

生活資金等を融資

【リバースモーゲージの具体例】

分類 実施主体 主な貸付要件 貸付限度額 資金使途

公的
都道府県

社会福祉協議会
65歳以上
市町村民税の非課税世帯

居住用不動産の評価額の７０％程
度
１月当たり３０万円以内の額

毎月の生活費

公的 住宅金融支援機構 60歳以上
1000万円又はリフォーム工事費の
低い額

自己所有宅のバリアフ
リーリフォーム、耐震改
修工事等資金

民間
【公的
保険】

民間金融機関
（住宅金融支援機構に
よる融資保険）

60歳以上
1,500万円、リフォーム工事費又は
担保評価額50％の低い額

自己所有宅のリフォー
ム等資金

生活資金等を融資

（死亡時）

死亡時に、担保不動産の
売却等により返済

民間金融機関が幅広い高齢者を対象に子・孫への贈与等の資金をリバースモーゲージで融資する際に、公的保険
により補償する新制度を創設！

民間 A銀行

年収120万円以上
55 歳以上80 歳以下
対象地域（マンション）
　　：首都圏・京阪神エリア

500万円以上１億円（マンションは
5000万円）以内
年に１回見直し

自由

民間 Ｂ信託銀行
60歳以上84歳未満
対象地域：三大都市圏エリア

自宅の土地評価額の５０％以内（但
し評価額は8,000万円以上）
３年に１回見直し

自由

民間 Ｃ銀行

金融資産を相応に保有し、安
定・継続収入が見込めること
55 歳以上
対象地域：首都圏エリア

1,000 万円以上2 億円以内で自宅
の土地評価額以内（但し評価額は
2,000万円以上）

自由又は有料老人ホー
ム入居料等

契約者の長生き、金利の上昇、不動産価格の
下落による担保割れリスク

⇒カバーするための公的保険の整備が必要
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公的機関は使途限定、民間金融機関は対象限定

⇒幅広な高齢者が利用しやすい制度が必要


